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1. はじめに 

セメント製造は焼成・粉砕工程で多量のエネルギーを消費するため，これに際して多量の CO２が発生する．一

方，石炭火力発電及び粗鋼生産の副産物として産出されるフライアッシュや高炉スラグを混合セメントの混合材

として使用することにより，石灰石の使用量や，エネルギーの消費量を低減でき，それにより CO２排出量を減ら

すことができる．ここで，混合セメントの生産拡大を考える上で鍵となるのがセメント工場への副産物輸送であ

る．効率の悪い輸送はコストがかかり，その結果リサイクルが進まない． 

本研究では，実際の状況をできる限り詳細に再現して，混合セメントの利用拡大による環境負荷低減効果を評

価するために，副産物の各セメント工場への運搬量を考慮した副産物リサイクル計画モデルを確立する．本モデ

ルは，地理情報システム（GIS）と最適化手法を用いて実行される．また環境税の導入により，環境汚染等の負の

外部経済がセメント価格に反映された場合の，混合セメント拡大への影響についても評価する． 

2. 副産物リサイクル計画モデル  

ある地域に，I1，I2，… Ii，… Inといった複数の産業

が存在し，この地域内の異なった場所に各産業 Iiの工

場である Ai,1，Ai,2，… Ai,j，… Ai,mが存在すると仮定す

ると，セメント産業における副産物リサイクルモデル

は図 1のように表される．ここで産業 iの工場 jからセ

メント工場 k に運ばれる副産物量をｘi,j,k，二つの工場

間の距離を di,j,kと表す．副産物運搬量ｘi,j,kはこのモデ

ルを定式化することにより決定し，工場間の距離 di,j,k

はGISを用いて検索する． 

モデルの定式化については，まずセメント工場のコ

ストをポルトランドセメント，フライアッシュセメン

ト，高炉セメントに関するコストの合計として定義する．セメントの販売による工場の利益は，マイナスのコス

トとして考える． ある種類のセメントを 1t生産することによるコストは，石炭，電気，石灰石のコスト，副産物

利用に伴うコスト（混合セメントの場合），環境汚染に伴うコスト（環境税の導入を考えた場合）の合計から，こ

のセメント 1tの価格をひいたものとする．混合セメントはどの工場でも，セメントに対してフライアッシュ及び

高炉スラグをそれぞれα：１及びβ：１の比率で混合するものと仮定すると，セメント産業全体のコストを最小

にするような副産物の最適運搬量ｘi,j,kを決定する問題は，以下のような定式化で表すことができる． 

 目的関数： 

 

 

制約条件： 

 

 

 

ここでｘi,j,k：産業 iの工場 jからセメント工場 k に運ばれる副産物量，di,j,k：産業 iの工場 jからセメント工場 k

までの距離，Ｃｋ：工場ｋのコストの合計，ｃ０：ポルトランドセメント１t の製造コスト，ｃ１,ｃ２：フライアッ

cement,ｎ 

図1 産業間のリサイクル関係 
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シュセメント，高炉セメント１t の製造コスト（セメント工場までの運搬コストは含まない），Kk：工場 k のセメ

ント製造能力，α,β：セメントとフライアッシュ及び高炉スラグをそれぞれ

α:1，β:1 の割合で混合，u：副産物輸送 t･km 当たりの輸送コスト，Wi,j：i

産業の j 工場における副産物産出量を表す．環境税が導入された場合，ｃ０，

ｃ１，ｃ２，uの値が変わってくる． 

GISによる副産物輸送距離 di,j,kの検索の手順は，まず既存の日本地図データ

を用いて，セメント工場と副産物が産出される工場の位置を日本地図上にポイ

ントとして入力する．図 2には，各石炭火力発電所の位置とそれぞれのフライ

アッシュ発生規模を示した．次にネットワーク解析により，既存の道路データ

を用いて副産物発生工場とセメント工場の間の最短経路とその距離 di,j,k を検

索する． 

3．ケーススタディ  

 ここでは，日本のセメント産業を対象として副産物リサイクル計画モデルのケーススタディを行う．モデルの

定式化により最適運搬量を求める際に用いた値は，統計資料１）２）及び既往の文献３）を参考にした．セメントやそ

の製造に必要な資材は，年間を通じて一定ではなく時期によって価格が異なる．特にセメント価格については国

際価格に大きく左右される．しかし今回のケースでは，リサイクル計画に関して一年単位で考えたため，値を設

定する際には年度平均値を参考にした．また環境税の設定は，他の環境税導入国の設定を参考にして 3,000円/t-C，

6,000円/t-Cと設定した． 

図 3,4 は，現状における混合セメントの割合や CO2排出量

と，モデルの定式化によるシミュレーション結果を比較した

ものである．図 3 に示すように，現状では混合セメントの割

合は約 20%程度であるが，モデルのシミュレーションの結果，

環境税がない場合は混合セメントの割合が約 40%となり，環

境税を 3,000円/t-C，6,000円/t-Cとした場合，それぞれ約 50％

と約 73%にまで増えた．このことから，環境税の導入により

セメント製造による外部不経済が価格に反映された場合，混

合セメントは経済性の面でポルトランドセメントに比べて有

利になり，その結果混合セメントの割合が増えるということ

が言える． 

CO2排出量に関しては，モデルのシミュレーションの結果，

混合セメントの生産量が増えたため，現状と比べ少なくなっ

ている．図 4 に示すように環境税がない場合に比べて，環境

税が3,000円/t-C，6,000円/t-Cそれぞれの場合で約4.5％，12.4％

削減されるという結果となった．  

4．まとめ 

本研究では副産物リサイクル計画モデルを確立し，日本のセメント産業におけるケーススタディを通して，混

合セメントの利用拡大による環境負荷低減効果を定量的に評価した．また環境税の導入を考慮した場合の，混合

セメントの生産量拡大への影響，混合セメントの経済性について評価した． 
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自然環境との調和を考慮したエココンクリートの現状と将来展望に関するシンポジウム論文報告集，pp.9-14 

図 3 現状とコスト最小化モデルを実行し

た場合の各セメント割合 
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図 4 セメント産業全体の CO2排出量 

0

5

10

15

20

（0） （3000）（6000）

現状 コスト最小化モデル

（環境税；円/t-C)

二
酸
化
炭
素
排
出
量
　
（百
万
t-
Ｃ
）

C
O

2
排
出
量
 
百
万

t-
C

 

図 2 石炭火力発電所の位置とフ

ライアッシュの発生規模 
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